
指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（４）職員配置上のリスクと職員のワーク・ライ
フ・バランスの確保や健康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　特定の時期に集中する個人住民税の当初賦課業務
について、係間での業務応援や部内外からの市民税
課経験者による応援などにより、できる限り業務の
平準化を行ったことにより、月２００時間を超える
事例はなくなり、前年度と比較して４５１時間の削
減をすることができた。しかしながら、申告期限か
ら賦課決定までの期間が短いことに加え、税額の算
定に関わる膨大な情報を処理する必要があることな
どから、一年を通じた業務の平準化は困難であり、
職員の時間外勤務の改善、ワーク・ライフ・バラン
スの充実には至っていない。
　そのような状況から、令和４年度職員配置計画に
おいて、これまでに引き続き正職員の増員及び欠員
となっている再任用職員の配置を強く要望したとこ
ろであり、今後も粘り強く人員要望を行い、適正な
人員が配置されるよう取り組んでいく。また、当初
賦課業務が落ち着く８月以降、改善可能な作業の洗
い出しや検証等を行うこととしており、その結果を
踏まえて今後の業務改善や事務量の削減につなげて
いく。
【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　令和４年度職員配置計画において、正職員の増員
及び欠員となっている再任用職員の配置要望を行っ
たところであったが、その後新たに育休取得予定の
職員が複数名見込まれることとなり、改めてそれも
踏まえた人員配置の実現をより一層強く求めた。し
かしながら、育休取得予定の職員の把握が年度終盤
であったため、令和４年度については正職員による
代替措置が叶わないことも想定し、会計年度任用職
員の活用も含めた業務運用も考慮していく。併せ
て、令和３年度から検討中のＲＰＡに適した業務に
ついて、令和５年度導入に向けてシステムベンダー
との調整を進めていく。

令和２年度　定期監査の結果（指摘）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　財政経営部　市民税課

３　監査実施期間　　　令和２年７月２７日

　時間外勤務が年々増加し状況が悪化しており、月
２００時間を超える職員が何名もいるのは異常であ
る。平準化できる業務は平準化し、必要性が低いと
判断できる業務があれば削減するのと並行して、職
員の増員について人事課と引き続き強く交渉するこ
と。

-151-



意　見 措置（具体的内容）・対応状況

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度と同様に令和５年度も職員配置計画に
おいて、正職員の増員及び欠員となっている再任用
職員の配置要望を行ったところであったが結果は現
状維持となった。令和４年度途中に新たに育休取得
予定の職員が複数名判明し、かつ、育休からの復帰
予定も不透明もしくは復帰後も短時間勤務となる予
定であり、令和５年度の課内の実働人数については
より一層厳しい結果となった。令和６年度職員配置
計画については改めてそれらも踏まえた人員配置の
実現をより一層強く求めていく。結果的に毎年度正
職員による代替措置が叶わないことから、会計年度
任用職員の活用も含めた業務運用も引き続き考慮し
ていく。なお、ＲＰＡに適した業務について検討及
び調整した結果、まずは令和５年度課税に向けての
個人市民税の給与所得者の異動に係る処理は一部実
装することができた。それについては職員の業務削
減効果が確認されており、今後他業務への導入に向
けて引き続きシステムベンダーとの調整を進めてい
く。

　時間外勤務が年々増加し状況が悪化しており、月
２００時間を超える職員が何名もいるのは異常であ
る。平準化できる業務は平準化し、必要性が低いと
判断できる業務があれば削減するのと並行して、職
員の増員について人事課と引き続き強く交渉するこ
と。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員配置のリスク（人数不足、意思疎通疎
外、不十分な引継ぎ）

【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　家屋評価研修においては、同一の家屋の実地調査
及び評価を班ごとに行い、結果について、係員全員
で検討し目揃いを図った。また、各係において、月
１回程度定例的に行っている係会議で困難事例の検
討を行うなど、情報共有に努めた。なお、実地調査
は２名で行うことを原則とし、実地での指導による
技術継承に努めた。これらの研修に加えて、専門的
知見を活用した評価研修の外部委託を予定してお
り、職員の更なるスキル向上に努めたい。職員配置
においては、育休代替としての正規職員の配置に
至っていないため、令和４年度に向け、引き続き育
休代替職員４名について正規職員を配置するよう強
く要望している。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　外部委託した評価研修においては、固定資産評価
と鑑定評価の異同や全国的な地価動向から本市にお
ける具体的な内容等、不動産鑑定士の視点から話を
聞くことができ、職員の基礎知識定着と評価スキル
向上に繋がった。職員配置においては、育休代替職
員について正規職員を配置するよう、引き続き強く
要望していく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　外部委託した評価研修においては、土地係、家屋
係ともに職員の基礎知識定着と評価スキル向上に繋
げることができている。引き続き職員の質を上げる
よう努めていくとともに、職員配置においては、育
休代替職員について正規職員を配置するよう、強く
要望していく。

令和２年度　定期監査の結果（指摘）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　財政経営部　資産税課

３　監査実施期間　　　令和２年７月２２日

職員配置について
　職員配置について、正規職員の数が近隣類似都市
と比べても少なく、会計年度任用職員（パートタイ
ム）の比重が高い。職員の質を上げて均質な課税を
担保するため、継続して内部研修を充実させるとと
もに、強く職員配置を要望していくこと。
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指　摘
２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

③　訪問徴収における公平性等について【有効性の
視点】

【　継続努力　】　　令和　３年　７月３０日

　市民の生活態様に応じて、訪問型滞納整理よりも
催告型滞納整理を基本とすることとしている。滞納
を繰り返す者で必要な場合は、個々の事情に合わせ
て滞納整理として納期限の前に電話催告のうえ訪問
徴収することもある。また、訪問徴収では、関係法
令に基づく範囲内の取り扱いとして、事前計画での
２人以上による直行直帰を徹底している。引き続
き、効率性や公平性を考慮したうえで個々の事情に
合わせた収納方法を選択していく。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　訪問徴収の６件については、再度、自主納付を強
く働きかけ続けたところ、自主納付に応じる意向を
引き出すことができ、自主納付の継続状況を監視し
ていく。
　また、担税力があるにも関わらず、催告や交渉を
無視するなどして納付意思が認められない滞納者に
は、予告通知のうえ根拠法令に基づいて滞納処分を
執行していく。

【　措置済  】　　令和　５年　３月３１日

　納期限内での訪問徴収は行っていない。また、滞
納者には、根拠法令に基づいて滞納処分を執行して
いく。

令和２年度　定期監査の結果（指摘）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　財政経営部　収納推進課

３　監査実施期間　　　令和２年７月２２日

　職員が納税者を訪問して税を徴収する訪問徴収に
ついては、滞納整理の場合にのみ行うとの説明が
あったが、納期限内の徴収のものが数件あった。訪
問徴収には、頻繁に訪問することにより生じるリス
クや職員が多額の現金を取り扱うリスクが内在する
ことを踏まえるとともに、法的根拠に依拠した上
で、効率性や公平性を考慮した税徴収の方法を選択
すること。
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【総務課】
指　摘
２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　経営計画について【効率性の視点】 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　令和３年１月に第四次市立四日市病院中期経営計
画（令和３年度～７年度）を策定した。この中で
「老朽化した病院施設への対応」を重点項目の一つ
としており、令和２年度の基本計画・基本設計に引
き続き、令和３年度に実施設計、令和４年度から改
修工事を行い、令和８年度の完成を目指して質の高
い医療を安定的に提供する体制を整える。また、
「経営の健全化」も重点項目としており、患者の減
少等により令和５年度までは赤字が見込まれるもの
の、業務の効率化の推進と運営コストの節減に努め
ることで費用の増加を抑制するとともに、収益をさ
らに増加させるための診療報酬の確保に努める。ま
た、病床規模の適正化を図りつつ効率的な病院経営
に努める。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　老朽化した病院施設に対応するため、未改修部分
の更新に向けた病院施設大規模改修事業について
は、実施設計を進めており、改修のスケジュールと
予算について２月定例月議会で説明を行う。
　また、病床規模の適正化を図りつつ効率的な病院
経営を行うため、病床数を５６８床から５３７床へ
集約化することについて、１１月定例月議会にて条
例改正案を上程し、議決を得た。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　老朽化した病院施設に対応等のための病院施設大
規模改修事業については令和４年度に工事着手し、
令和８年度の完了を目指して事業の進捗を図ってい
る。
　こうした中、総務省から公立病院経営強化ガイド
ラインが示されたことから、これに対応すべく令和
５年度中に現行の第四次市立四日市病院中期経営計
画を見直し、計画期間を令和９年度まで延長する。
この見直しには、急性期医療を提供する当院にとっ
て必要不可欠となる病院施設大規模改修事業をはじ
め、その他の施設設備の改修や医療機器の整備更新
を盛り込むとともに、こうした支出を賄うため地域
の医療機関との紹介・逆紹介を増やすことによる新
入院患者数の増加や、２年ごとに実施される診療報
酬改定への適切な対応による診療報酬の増収策など
を盛り込んでいく。こうした取り組みにより、収支
の均衡が図られるよう、経営計画を見直していく。

令和２年度　定期監査の結果（指摘）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　市立四日市病院（総務課・施設課・医事課）

３　監査実施期間　　　令和２年７月１０日

　第三次市立四日市病院中期経営計画（平成２９年
度～令和２年度）にて、今後の課題として施設の未
改修部分への対応をあげており、課題の解決に向
け、未改修部分についての更新の基本計画を作成
し、当院の病院機能を維持しつつ、事業費や期間な
どを含め詳細な実施方法などを検討していくと記さ
れている。このほか令和２年度には、重篤患者や手
術後等の患者に対する管理機能を強化するため、Ｉ
ＣＵ（集中治療室）を拡張して１０床に改修する工
事とともに、ＨＣＵ（高度治療室）をＩＣＵの隣に
移転して１６床に改修する工事を予定している。
　医業収益を確保するための将来的な投資と改修に
伴う費用、工事期間中の患者の減少など、リスクを
想定した経営計画が必要である。

-155-



指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　業務内容については、発注の大型化や集約化によ
る発注本数を減らす取組みや概算数量発注方式の導
入、令和３年度から地域維持型契約方式の契約期間
を単年度から２ヶ年にわたる契約期間へ変更し、効
率よく業務が行えるよう見直しを行っており、職員
の負担軽減に努めている。職員の確保については、
増員要求は行っているものの、職員数は増えておら
ず、職員一人あたりの業務量は多いままであるた
め、引き続き増員要求を行っていく。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　業務内容については、引き続き、効率よく業務が
行えるよう見直しを行っていく。職員の確保につい
ては、増員要求を行ったが、令和４年度の増員要求
は通らず、職員数は増えなかった。令和４年度も引
き続き効率よく業務が行えるよう業務の見直しを行
うとともに、職員の増員要求も行い、職員の負担軽
減に努めていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和５年度の体制について、増員要求は通らず、
さらに令和４年度中に退職した職員の補充もなかっ
た。改めて令和５年度に増員要求を行い職員数を確
保することで、職員の負担軽減に努めていく。

令和２年度　定期監査の結果（指摘）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　都市整備部　道路建設課

３　監査実施期間　　　令和２年８月１９日

　業務の増加に伴い予算も増加しているが、職員数
は業務に見合った人員が配置されておらず、また、
委託業務の発注方法の見直し等、事務の効率化を
図っているものの、現在の職員では対応が困難な業
務量となっているので、業務内容の見直しや職員の
確保について検討すること。

-156-



指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　業務内容については、発注の大型化や集約化によ
る発注本数を減らす取組みや概算数量発注方式の導
入、令和３年度から地域維持型契約方式の契約期間
を単年度から２ヶ年にわたる契約期間へ変更し、効
率よく業務が行えるよう見直しを行っており、職員
の負担軽減に努めている。職員の確保については、
増員要求は行っているものの、職員数は増えておら
ず、職員一人あたりの業務量は多いままであるた
め、引き続き増員要求を行っていく。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　業務内容については、引き続き、効率よく業務が
行えるよう見直しを行っていく。職員の確保につい
ては、増員要求を行ったが、令和４年度の増員要求
は通らず、職員数は増えなかった。令和４年度も引
き続き効率よく業務が行えるよう業務の見直しを行
うとともに、職員の増員要求も行い、職員の負担軽
減に努めていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　職員の確保については、増員要求を行ったが、令
和５年度の増員要求は通らず、職員数は増えなかっ
た。令和５年度も引き続き業務の見直しや導入予定
のタブレット端末を活用した業務の効率化を図ると
ともに、職員の増員要求も行い、職員の負担軽減に
努めていく。

令和２年度　定期監査の結果（指摘）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　都市整備部　道路維持課

３　監査実施期間　　　令和２年８月１９日

　業務の増加に伴い予算も増加しているが、職員数
は業務に見合った人員が配置されておらず、また、
委託業務の発注方法の見直し等、事務の効率化を
図っているものの、現在の職員では対応が困難な業
務量となっているので、業務内容の見直しや職員の
確保について検討すること。
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　業務内容の見直し等により、時間外勤務の縮減に
ついて一定の効果は出ているが、現体制では縮減に
ついても限界がある。以前から体制強化のため増員
要求を行っており、今後も継続して要求していく。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　業務内容の見直し等により時間外勤務の一定の縮
減を図ったが、新型コロナウイルス感染症への対応
業務が発生したことに伴い、トータルで大きな変化
はみられていない。以前から体制強化のための増員
要求を行っており、今後も継続して行っていく。

【　措置済　　】　　令和　５年　３月３１日

　業務内容の見直しと人員増加による体制強化に
よって時間外勤務の一定の縮減を実現できた。
　　年度　　　　　職員数　　　月平均時間外実績
令和２年度　　　　１５名　　　　２６時間／月
令和３年度　　　　１４名　　　　２４時間／月
令和４年度　　　　１６名　　　　１６時間／月
　過労死認定基準８０時間／月を上回る職員も無し

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　総合治水対策の強化について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　３年　７月３１日

　総合治水対策チェックリストを用いた、市役所全
体での浸透施設、貯留施設などの設置による治水対
策への取り組みは、今後も継続して行っていく。ま
た、効果的な総合治水対策の推進については、検討
委員会において検討・調整を図るなど、上下水道局
とも連携して取り組んでいく。

【　継続努力　】　　令和　４年　１月３１日

　総合治水対策チェックリストを用いた、市役所全
体での浸透施設、貯留施設などの設置による治水対
策への取り組みは継続して行っていく。また、今後
も引き続き上下水道局と連携して総合治水対策の推
進に取り組んでいく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度は総合治水対策検討委員会幹事会を２
回開催することができた。今後も引き続き、総合治
水対策の推進に取り組んでいく。

　市長部局と上下水道局が連携して治水対策に取り
組むため、総合治水対策検討委員会を設置し、当課
が同委員会の事務局を所管しているが、同委員会に
諮るべき事案がなかったため、令和元年度は開催が
なかった。しかし、豪雨などの異常気象が発生して
いる近年の気象状況に鑑みると、市として総合的に
治水対策をどうしていくのか、上下水道局も含めて
市役所全体で考えていくことが重要である。後手に
回らないよう、同委員会を定期的に開催するなど当
課が主導して総合治水対策の推進に取り組むこと。

令和２年度　定期監査の結果（指摘）に基づく措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　都市整備部　河川排水課

３　監査実施期間　　　令和２年８月１８日

　時間外勤務が恒常化しており過重な業務となって
いる。時間外勤務の縮減のため、改めて業務内容を
見直した上で必要であれば増員して体制を強化する
ことも検討すること。
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